
該当なし

２．重要な会計方針

　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　有価証券・・・保有なし

　(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　  貯蔵品・・・個別法による

　(3) 固定資産の減価償却について

　　　　　什器備品……定額法による減価償却を実施している。

　(4) 引当金の計上基準について

　　　　　退職給与引当金……期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

  (5）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　キャッシュ・フロー計算書の作成なし

  (6）消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税抜き方式によっている。

３．会計方針の変更

該当なし

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科目 前期未残高 当期増加額 当期減少額 当期未残高

基本財産

な　　　　　し - - - -

特定資産

　 退職給与引当預金 921,513 412,040 0 1,333,553

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科目 当期未残高
　（うち指定正味財産から
　　の充当額）

　（うち一般正味財産から
　　の充当額）

（うち負債に対応する額）

特定資産

　 退職給与引当預金 1,333,553 - (1,333,553) (1,333,553)

６．担保に供している資産

該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期未残高

　　　 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什　　器　　備　　品 6,345,003 6,302,397 42,606

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期未残高及び当該債権の当期末残高

該当なし

９．保証債務等の偶発債務

該当なし

　財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

１. 継続事業の前提に関する注記



１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．補助金等の内訳並びに交付者、登記の増減額及び残高

該当なし

１２．基金及び代替基金の増減額及び残高

該当なし

１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし

１４．関連当事者との取引の内容

該当なし

１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

該当なし

１６．重要な後発事象

該当なし

　(1)収支計算書に対する注記

①資金の範囲について

　　　　　資金の範囲には、現金預金、貯蔵品、未収金、前払金、立替金、未払金、預り金を含めることにしている。

　　　　尚、当期末残高は②に記載するとおりである。

②次期繰越収支差額の内容は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　     　目 当期末残高

現　  金  　預  　金 220,829,817

立　　 　替　　　 金 75,000

貯　　 　蔵　　　 品 147,352

未　　 　収　　　 金 900,000

前　　 　払　　 　金 6,720

合　　     　計 221,958,889

未　　 　払　 　　金 8,438,549

前　 　　受　　 　金 0

預        り        金 47,707,622

合           計 56,146,171

次期繰越収支差額 165,812,718

１７. その他
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